
予算要求資料
平成27年度3月補正予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費　　　
	事業名　新 清流の国おんさいぎふプロジェクト推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部　清流の国づくり政策課　移住定住係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2056）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　補正要求額　59,477千円（現計予算額：0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	59,477
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	59,477

	決定額
	59,477
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	59,477


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　人口減少社会においても地域が活力を保ち続けるために、「地域の将来を支える人を呼び込む」という視点から、岐阜県の魅力を広く発信し、本県への移住・定住を促進するための各種施策を実施する。

（２）事業内容

ア　三大都市圏に向けた情報発信

①「清流の国ぎふ 移住・交流センター」の設置運営
三大都市圏からのアクセスが優れている本県の立地特性を活かし、都市部の移住希望者に対して効果的に情報発信を行うため、東京の窓口に加え、名古屋・大阪圏においても窓口を開設し、多様な移住希望者への情報発信・相談対応に応じる体制を構築する。

②移住体験ツアー及び移住セミナーの開催

本県の多様な魅力をＰＲするため、三大都市圏に設置する拠点を活用して、住居と職、県内の多様な魅力を紹介するツアーや、移住実践者の暮らしぶりや支援制度の案内・個別相談に対応するセミナーを開催する。
　③産官金による移住連携体制の構築

　　　都市部における岐阜県ゆかりの企業や店舗と連携して、岐阜県への移住交流を促進するＰＲコーナーを設置するなど各界と連携して情報発信を行う。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　人口減少社会において、都市部から人口流入を図る取り組みへの対応が急務であり、県が積極的に実施する必要がある。
（４）類似事業の有無  無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	138
	プロポーザル審査会委員謝礼

	旅　費
	1,577
	講師等費用弁償、業務旅費

	需用費
	1,308
	消耗品費、印刷製本費

	役務費
	9,327
	通信運搬費・広告料

	委託料
	44,165
	センター設置運営、セミナー等開催、ＩＴ系移住促進

	使用料等
	1,179
	会議室使用料

	備品購入費
	357
	備品購入

	負担金等
	1,426
	相談ブース出展負担金

	合計
	59,477
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	人口減少社会においても地域が活力を保ち続けるために、「地域の将来を支える人を呼び込む」という視点から、岐阜県の魅力を広く発信し、本県への移住・定住を促進します。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県外移住者数

	782人

（H26）
	－
	－
	6,000人
(H27-31)
	- ％



（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	人口減少社会の中で、中山間地域を中心に地域の活力を保ち続けるための人材確保が必要とされている。一方で、都市部には豊かな自然の中での田舎暮らし等を希望する者もおり、これらを結びつける本事業の必要性は非常に高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	現在は、首都圏、愛知・名古屋地域に田舎暮らしを中心とする様々な魅力を広く発信し、本県への移住・定住を促進しているが、地域にとってより良い人材確保を図るには、名古屋・大阪を含む３大都市圏へのさらなる魅力の情報発信と地域の受入体制の強化もあわせて必要。



（次年度の方向性）
	人口減少社会の中で、地域が活力を保ち続けるための人材確保は重要であるため、本事業は引き続き市町村と連携しながら継続実施していく。


